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四 半 期 報 告 書

１ 本書は四半期報告書を金融商品取引法第27条の30の２に規定する開

示用電子情報処理組織(EDINET)を使用し提出したデータに目次及び頁

を付して出力・印刷したものであります。

２ 本書には、上記の方法により提出した四半期報告書に添付された四

半期レビュー報告書及び上記の四半期報告書と同時に提出した確認書

を末尾に綴じ込んでおります。
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第一部 【企業情報】
　

第１ 【企業の概況】
　

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第44期

第２四半期
連結累計期間

第45期
第２四半期
連結累計期間

第44期

会計期間
自 平成28年３月１日
至 平成28年８月31日

自 平成29年３月１日
至 平成29年８月31日

自 平成28年３月１日
至 平成29年２月28日

売上高 (千円) 10,787,124 10,055,451 20,996,446

経常利益又は経常損失(△) (千円) 56,001 △64,321 23,857

親会社株主に帰属する当期純利益又
は親会社株主に帰属する四半期純損
失(△）

(千円) △83,778 △178,992 78,653

四半期包括利益又は包括利益 (千円) △864,261 79,122 △205,595

純資産額 (千円) 11,429,887 12,170,731 12,088,541

総資産額 (千円) 17,307,111 18,255,811 18,271,440

１株当たり当期純利益金額又は１株
当たり四半期純損失金額(△）

(円) △3.04 △6.49 2.85

潜在株式調整後１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) － － 2.85

自己資本比率 (％) 66.0 66.6 66.1

営業活動によるキャッシュ・フロー (千円) △512,967 △358,890 227,052

投資活動によるキャッシュ・フロー (千円) △269,688 △113,912 237,680

財務活動によるキャッシュ・フロー (千円) △28 △15 △41

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 3,889,748 4,671,677 5,145,976

回次
第44期

第２四半期
連結会計期間

第45期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成28年６月１日
至 平成28年８月31日

自 平成29年６月１日
至 平成29年８月31日

１株当たり四半期純損失金額(△) (円) △2.26 △6.65

(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２ 本報告書の売上高・仕入高等は、特に記載のない限り、消費税等抜きで記載しております。

３ 第44期第２四半期連結累計期間及び第45期第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利

益金額については、潜在株式は存在するものの、１株当たり四半期純損失を計上しているため、記載してお

りません。
　

２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

に重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断し

たものであります。

(1)経営成績の分析

　当第２四半期連結累計期間の連結業績は、売上高100億55百万円（前年同期比93.2％）、営業損失１億60百万円（前年

同期は営業損失46百万円）、経常損失64百万円（前年同期は経常利益56百万円）、親会社株主に帰属する四半期純損失

１億78百万円（前年同期は親会社株主に帰属する四半期純損失83百万円）となりました。

　

　ブランド別では、「ikka」「LBC」「VENCE EXCHANGE」の３ブランドともに売上高が前年を下回り、売上高の計画未達

が減益の主要因となりました。「ikka」については、SPA改革が進み、売上総利益率が前年から2.7ポイント改善したこ

とにより、減収をカバーし、「LBC」も売上高が前年を下回ったものの、利益面では改善しました。

　一方、「VENCE EXCHANGE」は前年からの改善に時間を要し、客数が前年比92.2％となったことにより売上高が減少し

ました。また、在庫処分により売価変更が増加したことが影響し売上総利益率が悪化、売上低迷によって販管費比率が

上昇したことにより、利益面で大きく前年から悪化し、全社の業績に大きく影響を与えました。

　上半期の中でも、長い夏セールの後半、特に８月度において、それまで順調であった基幹ブランド「ikka」のレディ

スで暖色系の「晩夏商品」の過多によるカラーの氾濫と、メンズで追加した「晩夏商品」が競合他社と同質化したこと

など、「晩夏商品」企画のミスリードが重なり苦戦し、売上高が大きく前年から乖離いたしました。さらに関東以北で

の天候不順による気温の低下や、雨の日が続いたことで、客数が落ち込み、売上高前年比83.0％となり、上期業績に大

きく影響しました。９月度に入り、シーズンを先行させた新規商品を投入し、売場鮮度を向上させたことにより、売上

高は徐々に上昇し、全社売上高は、前年ベースまで回復いたしました。

　今期は、新中期計画を進め、安定的な収益性の確立を目指すため、「SPA改革の推進」「商品消化管理精度の向上」

「再成長への転換」の３つの重点施策に取り組んでおります。

　「SPA改革の推進」については、売価変更の削減と調達コストの低減に加えて、鮮度ある商品の回転を高め、正価販売

比率を引き上げ、売上総利益率の向上を進めております。当期の期首在庫は、前年に比べて約３割削減させ、シーズン

先行を進めて、鮮度ある商品による回転を高めた結果、売価変更率は前年同期から2.8ポイント改善、回転日数も8.1日

改善いたしました。その結果、売上総利益率は前年同期から1.9ポイント改善しました。

　中でも、「ikka」において衣料品のプロパー販売を強化し、売価変更率を前年から3.3ポイント改善した結果、売上総

利益率は上半期で2.7ポイント改善いたしました。また回転日数についても上半期で10.9日改善しました。「ikka

kids」では、上半期で売上高前年比127.9％と大きく伸長しており、「ikka」のファミリー型店舗の成長、拡大を牽引し

ております。

　SPA改革を推進するため、商品開発体制の整備を進め、強化して取り組んでいる直接輸入商品は、取引先の改廃を進

め、キッズと服飾雑貨の仕入れが増えたことにより、第２四半期では前年比105.3％と伸長しました。

　「商品消化管理精度の向上」については、システムを活用した在庫コントロールの仕組みの再構築を目指し、９月度

に「ikka」から自動振替システムの実験を開始いたしました。
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　「再成長への転換」については、既存店改革の取り組みを最優先に進めるとともに、新規出店による店舗純増、Eコマ

ースの売上高拡大を計画しております。

　既存店改革の取り組みによって、既存店客数は、３月度から７月度までは、堅調に推移いたしました。しかしながら、

８月度に前年から大きく乖離した結果、上半期を通じて既存店売上高は前年を下回りました。

　店舗数は、３月度にikkaイオンモール新小松店、４月度にikkaイオンタウン姶良店、ikkaイオンモール徳島店、６月

度にikkaダイエー松戸西口店、７月度にikkaイオンモール四日市北店の５店舗をオープン、３店舗閉店したことにより、

期首時点より２店舗増加しました。また５店舗の既存店活性化を行ないました。

　Eコマースの売上高拡大については、前期に成果の出た重点販売商品、EC限定商品、先行予約商品の販売など、Eコマ

ース独自の施策を強化いたしました。特に、公式オンラインストアは、EC限定商品の取り扱いを拡大したことが奏功し、

売上高前年比156.6％と大きく伸長しました。他社サイトについては、売上総利益率が改善したことにより、利益面で改

善いたしました。また５月度に、EC限定新ブランド「notch.（ノッチ）」を、日本最大級のファッション通販サイト

ZOZOTOWNにオープンし、計画を大きく上回る好調なスタートとなりました。その結果、Eコマースの売上高は前年比

117.2％と伸長しました。

　第３四半期以降についても、引き続き「SPA改革の推進」「商品消化管理精度の向上」「再成長への転換」に取り組ん

でまいります。

　「SPA改革の推進」については、直接輸入商品の仕入れウエイトは下半期偏重型になっており、調達コストの削減を進

めるとともに、主要取引先との商品開発における取り組みを強化することで正価販売比率を向上させて、売上総利益率

の向上を目指します。

　「商品消化管理精度の向上」については、自動振替システムの適用範囲を、実験開始した「ikka」から他ブランドに

拡大してまいります。実験と検証を繰り返し、精度を高めることによって正価販売比率の向上、売価変更率の低減を目

指します。

　「再成長への転換」については、９月度にikkaイオンスタイル豊田店、ikkaイオンモール津田沼店、ikkaイオンモー

ル伊丹昆陽店、ikkaイオンモール松本店、ikkaイオンモール神戸南店の５店舗を新規出店し、２店舗の改装を行ないま

した。これにより、９月末の国内店舗数は260店舗となり、期首より５店舗増加しております。Eコマースでは、９月度

にキッズ専門のEC通販サイト「smarby」に出店し、さらに売上を拡大してまいります。また、６月に刷新したポイント

サービス「コックスメンバーズクラブ」の会員数は、８月末までに７万人を突破し、順調に会員数が増加しておりま

す。今後も会員数を増やすとともに、徹底した顧客管理を実現し、お客さま一人ひとりへのより細やかなアプローチを

行ない、カスタマーロイヤリティを向上させます。

　このように、３つの重点施策を継続して実行することにより、持続的成長に向けた足固めと成長軌道への転換を進め、

通期業績予想数値の達成を目指してまいります。

(2)財政状態の分析

当第２四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ15百万円減少し、182億55百万円となりました。

増減の主な内容は、保有株式の時価変動により投資有価証券が３億52百万円、売上預け金が１億37百万円増加し、関

係会社預け金が５億円減少したこと等によるものです。

当第２四半期連結会計期間末の負債は、前連結会計年度末に比べ97百万円減少し、60億85百万円となりました。増

減の主な内容は、繰延税金負債が１億７百万円増加し、支払手形及び買掛金・電子記録債務が１億14百万円減少した

こと等によるものです。

当第２四半期連結会計期間末の純資産は、前連結会計年度末に比べ82百万円増加し、121億70百万円となりました。

増減の主な内容は、その他有価証券評価差額金が２億44百万円増加し、利益剰余金が１億78百万円減少したこと等に

よるものです。

(3)キャッシュ・フローの状況の分析

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末に比べ４

億74百万円減少し、46億71百万円となりました。
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（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果減少した資金は、３億58百万円（前年同四半期は５億12百万円の減少）となりました。その主な増

加の内訳は、非資金費用である減価償却費１億27百万円等によるものです。主な減少の内訳は、売上債権の増加額１

億56百万円、仕入債務の減少額１億14百万円、税金等調整前四半期純損失１億11百万円等によるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果減少した資金は、１億13百万円（前年同四半期は２億69百万円の減少）となりました。その増加の

内訳は、差入保証金の回収による収入39百万円によるものです。主な減少の内訳は、有形固定資産の取得による支出

86百万円等によるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果減少した資金は、単元未満株式の買取請求による自己株式の取得によるものです。

(4)事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに発生した課題は

ありません。

(5)研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 30,000,000

計 30,000,000

② 【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成29年８月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成29年10月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 27,711,028 27,711,028
東京証券取引所

JASDAQ
(スタンダード)

単元株式数 100株

計 27,711,028 27,711,028 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成29年６月１日～
平成29年８月31日

─ 27,711,028 ─ 4,503,148 ─ 2,251,574
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(6) 【大株主の状況】

平成29年８月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

イオン株式会社 千葉市美浜区中瀬一丁目５番地１ 18,005 64.97

コックス社員持株会 東京都中央区日本橋浜町一丁目２番１号 675 2.44

マックスバリュ西日本株式会社 広島市南区段原南一丁目３番52号 535 1.93

イオンフィナンシャルサービス
株式会社

東京都千代田区神田錦町一丁目１番地 485 1.75

ミニストップ株式会社 千葉市美浜区中瀬一丁目５番地１ 464 1.68

岩間 郷平 愛知県名古屋市 409 1.48

コックス共栄会 東京都中央区日本橋浜町一丁目２番１号 289 1.04

株式会社ジーフット 東京都中央区新川１丁目23-５号 250 0.90

三井住友信託銀行株式会社
(常任代理人 日本トラスティ・
サービス信託銀行株式会社)

東京都千代田区丸の内一丁目４-１
(東京都中央区晴海一丁目８-11)

209 0.75

MSCO CUSTOMER SECURITIES
(常任代理人 モルガン・スタン
レーMUFG証券株式会社)

1585 Broadway New York,New York
10036,U.S.A.
(東京都千代田区大手町一丁目９-７)

177 0.64

計 ― 21,501 77.59

(注) 当社は126千株の自己株式を所有しており、発行済株式総数に対する割合は0.46％であります。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成29年８月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ─ ― ─

議決権制限株式(自己株式等) ─ ― ─

議決権制限株式(その他) ─ ─ ─

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 ― ─

126,500

完全議決権株式(その他)
普通株式

275,541 ─
27,554,100

単元未満株式
普通株式

― ─
30,428

発行済株式総数 27,711,028 ― ―

総株主の議決権 ― 275,541 ―

(注)「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式44株が含まれております。

② 【自己株式等】

平成29年８月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社コックス

東京都中央区日本橋浜町
一丁目２番１号

126,500 ─ 126,500 0.46

計 ― 126,500 ─ 126,500 0.46

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当第２四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

２ 監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成29年６月１日から平成

29年８月31日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成29年３月１日から平成29年８月31日まで）に係る四半期連結

財務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成29年２月28日)

当第２四半期連結会計期間
(平成29年８月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 545,976 571,677

受取手形及び売掛金 35,837 40,122

売上預け金 618,885 756,193

たな卸資産 ※1 1,919,039 ※1 1,937,209

未収入金 129,392 131,811

関係会社預け金 ※2 4,600,000 ※2 4,100,000

その他 173,155 173,006

貸倒引当金 △274 △308

流動資産合計 8,022,013 7,709,714

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 816,437 765,007

その他（純額） 61,502 69,862

有形固定資産合計 877,940 834,869

無形固定資産 139,746 137,603

投資その他の資産

投資有価証券 6,471,378 6,823,867

差入保証金 2,683,707 2,676,429

その他 79,063 75,724

貸倒引当金 △2,409 △2,398

投資その他の資産合計 9,231,740 9,573,624

固定資産合計 10,249,426 10,546,097

資産合計 18,271,440 18,255,811

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 927,647 990,754

電子記録債務 1,664,899 1,487,395

未払法人税等 179,771 119,250

賞与引当金 32,790 64,884

役員業績報酬引当金 3,252 12,504

店舗閉鎖損失引当金 13,196 2,949

資産除去債務 6,736 3,704

その他 923,391 876,217

流動負債合計 3,751,684 3,557,659

固定負債

退職給付に係る負債 418,788 399,100

繰延税金負債 1,319,459 1,426,968

資産除去債務 691,856 700,242

その他 1,110 1,110

固定負債合計 2,431,214 2,527,420

負債合計 6,182,899 6,085,079
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成29年２月28日)

当第２四半期連結会計期間
(平成29年８月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 4,503,148 4,503,148

資本剰余金 5,358,776 5,358,776

利益剰余金 △747,059 △926,051

自己株式 △54,143 △54,158

株主資本合計 9,060,722 8,881,714

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 3,066,230 3,311,210

為替換算調整勘定 39,101 37,298

退職給付に係る調整累計額 △84,981 △70,043

その他の包括利益累計額合計 3,020,350 3,278,465

新株予約権 7,467 10,551

純資産合計 12,088,541 12,170,731

負債純資産合計 18,271,440 18,255,811
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

(単位：千円)
前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年３月１日
　至 平成28年８月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年３月１日
　至 平成29年８月31日)

売上高 10,787,124 10,055,451

売上原価 5,108,109 4,555,534

売上総利益 5,679,014 5,499,916

販売費及び一般管理費 ※ 5,725,383 ※ 5,660,392

営業損失（△） △46,369 △160,475

営業外収益

受取利息 1,572 1,115

受取配当金 99,855 92,514

為替差益 ― 207

雑収入 3,951 2,728

営業外収益合計 105,379 96,566

営業外費用

為替差損 2,465 ―

雑損失 542 412

営業外費用合計 3,008 412

経常利益又は経常損失（△） 56,001 △64,321

特別損失

災害による損失 14,069 ―

減損損失 61,299 46,914

特別損失合計 75,369 46,914

税金等調整前四半期純損失（△） △19,367 △111,236

法人税、住民税及び事業税 64,411 67,755

法人税等合計 64,411 67,755

四半期純損失（△） △83,778 △178,992

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △83,778 △178,992
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

(単位：千円)
前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年３月１日
　至 平成28年８月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年３月１日
　至 平成29年８月31日)

四半期純損失（△） △83,778 △178,992

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △774,012 244,979

為替換算調整勘定 △21,520 △1,803

退職給付に係る調整額 15,049 14,937

その他の包括利益合計 △780,483 258,114

四半期包括利益 △864,261 79,122

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △864,261 79,122

非支配株主に係る四半期包括利益 ― ―
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：千円)
前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年３月１日
　至 平成28年８月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年３月１日
　至 平成29年８月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △19,367 △111,236

減価償却費 135,602 127,916

減損損失 61,299 46,914

災害による損失 14,069 ―

賞与引当金の増減額（△は減少） 36,173 32,094

役員業績報酬引当金の増減額（△は減少） 12,786 9,252

店舗閉鎖損失引当金の増減額（△は減少） △2,836 △10,247

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △646 △4,750

貸倒引当金の増減額（△は減少） 78 23

ポイント引当金の増減額（△は減少） △7,427 ―

受取利息及び受取配当金 △101,427 △93,630

為替差損益（△は益） 2,465 △207

売上債権の増減額（△は増加） △311,338 △156,969

たな卸資産の増減額（△は増加） 523,174 △18,170

仕入債務の増減額（△は減少） △893,534 △114,397

その他 45,630 △36,243

小計 △505,300 △329,651

利息及び配当金の受取額 102,553 93,594

法人税等の支払額 △110,221 △122,833

その他 0 ―

営業活動によるキャッシュ・フロー △512,967 △358,890

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △223,168 △86,639

無形固定資産の取得による支出 △33,941 △15,200

差入保証金の差入による支出 △32,403 △28,027

差入保証金の回収による収入 61,397 39,220

その他 △41,571 △23,266

投資活動によるキャッシュ・フロー △269,688 △113,912

財務活動によるキャッシュ・フロー

自己株式の取得による支出 △28 △15

財務活動によるキャッシュ・フロー △28 △15

現金及び現金同等物に係る換算差額 △22,441 △1,479

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △805,126 △474,298

現金及び現金同等物の期首残高 4,694,874 5,145,976

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 3,889,748 ※ 4,671,677
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【注記事項】

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を第１

四半期連結会計期間から適用しております。

(四半期連結貸借対照表関係)

※１ たな卸資産の内訳

前連結会計年度
(平成29年２月28日)

当第２四半期連結会計期間
(平成29年８月31日)

商品 1,912,533千円 1,928,162千円

貯蔵品 6,506 9,046

　

※２ 関係会社預け金

前連結会計年度(平成29年２月28日)及び当第２四半期連結会計期間(平成29年８月31日)

イオン株式会社との金銭消費寄託契約に基づく寄託運用預け金であります。

　

(四半期連結損益計算書関係)

※ 販売費及び一般管理費の主なもの

前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年３月１日
至 平成28年８月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年３月１日
至 平成29年８月31日)

従業員給与賞与 1,593,815千円 1,627,473千円

賞与引当金繰入額 68,889 64,884

退職給付費用 46,499 42,126

地代家賃 1,586,514 1,504,221

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年３月１日
至 平成28年８月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年３月１日
至 平成29年８月31日)

現金及び預金 589,748千円 571,677千円

関係会社預け金
（寄託運用）

3,300,000 4,100,000

現金及び現金同等物 3,889,748 4,671,677

　

(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間(自 平成28年３月１日 至 平成28年８月31日)

１．配当金支払額

該当事項はありません。

　

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

　

当第２四半期連結累計期間(自 平成29年３月１日 至 平成29年８月31日)

１．配当金支払額

該当事項はありません。

　

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第２四半期連結累計期間（自 平成28年３月１日 至 平成28年８月31日）

当社グループは、衣料品小売業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

当第２四半期連結累計期間（自 平成29年３月１日 至 平成29年８月31日）

当社グループは、衣料品小売業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年３月１日
至 平成28年８月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年３月１日
至 平成29年８月31日)

１株当たり四半期純損失金額(△) △3.04円 △6.49円

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する四半期純損失金額(△)(千円) △83,778 △178,992

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
　四半期純損失金額(△)(千円)

△83,778 △178,992

普通株式の期中平均株式数(株) 27,584,672 27,584,513

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含まれなかった潜在株式につ
いて前連結会計年度末から重要な変動がある場合の概要

― ―

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するものの、１株当たり四半期

純損失を計上しているため、記載しておりません。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

平成29年10月５日

株式会社コックス

取締役会 御中

有限責任監査法人トーマツ

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 松 村 浩 司 印

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 西 川 福 之 印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社コック

スの平成29年３月１日から平成30年２月28日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成29年６月１日から平成

29年８月31日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成29年３月１日から平成29年８月31日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・

フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社コックス及び連結子会社の平成29年８月31日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示して

いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

(注) １ 上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２ XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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